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安倍政権による歪んだ
高齢者の労働力化政策
─高齢者雇用安定法「改正」案の問題点─
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　2020年 １ 月20日開会の第201回国会に、70歳ま

での雇用・就業機会の確保のための「高齢者雇用

安定法の一部を改正する法律案」が提出される。

この法案は、「雇用保険法等の一部を改正する法

案」のなかに組み込まれ、雇用保険法、労災補償

保険法、労働保険料徴収法、特別会計法、労働施

策総合推進法などの改正案と一括りにされてい

る。一括法案の内容は多岐にわたり、国会では審

議時間の制約から、徹底審議が困難になるおそれ

があるが、それこそが、安倍政権お得意の、国会

審議軽視の手法にほかならない。

　「高齢者雇用安定法」の見直しは、年金改悪と

並行して進められてきた高齢者の労働力化政策

を、「全世代型社会保障改革」の一環としてさら

に推進するためのものである。しかも、雇用の安

定どころか、「雇用されない働き方」への切り替

えを容易にする仕組みも組み込んでいる。本稿執

筆時点では、法律案までは確認できないが、厚労

省の労働政策審議会（職業安定分科会雇用対策基

本問題部会）が ６ 回ほどの審議を経てまとめた

「建議」（2019年12月25日）と「法案要綱」（2020

年 １ 月 ８ 日）をもとに、概要を紹介しつつ、問題

点を指摘してみたい。
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全労連雇用・労働法制局長

　少子高齢化が急速に進展し人口が減少する我が国

においては、経済社会の活力を維持するため、全て

の年代の人々がその特性・強みを活かし、経済社会

の担い手として活躍できるよう環境整備を進めるこ

とが必要である。特に、人生100年時代を迎える中、

働く意欲がある誰もがその能力を十分に発揮できる

よう、高年齢者が活躍できる環境整備や中途採用に

関する環境整備を図っていくことが重要である。

　（高年齢者の雇用・就業機会の確保）

　高年齢者の労働力人口や就業率は近年増加傾向で

あるが、65歳以降の者が持つ就労に対する意向を踏

まえれば、今後さらに、個々の高年齢者のニーズや

状況に応じた活躍の場の整備を通じ、年齢にかかわ

りなく活躍し続けることができる社会の実現を図る

ことが求められている。

欺瞞に満ちた立法趣旨1

　70歳までの就業機会を確保する法整備をなぜ行

うのか。建議にはこう書かれている。

　まず、この立法趣旨に問題がある。少子高齢化

の原因を分析せずに所与の前提とし、経済政策の
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ために高齢者の労働力化が必要と断定している。

次に、高齢者の就業率の増加傾向について、就労

の意向があるとし、そのニーズに応じた「活躍の

場」を提供することが求められているとしてい

る。いずれも、欺瞞に満ちた書き方といわねばな

らない。

　そもそも少子化は、長きにわたる自民党政権の

労働政策の帰結である。長時間労働の蔓延、非正

規化の推進、平均賃金の長期にわたる下落・抑

制、待遇における女性差別、待機児童問題に象徴

される子育て支援策の不十分さといった要因が、

特に出生率を牽引する20 ～ 30代層を直撃し、本

人の意向とは別に「晩婚晩産」もしくは、子をも

たない選択を強いてきたのである。しかし、建議

はこうした側面を無視し、本来行うべき政策（安

定雇用と賃金の向上、ジェンダーギャップの是

正・根絶、子育て支援策の拡充等）への転換の必

要性にふれず、高齢者の労働力化を必然のものと

思わせている。

　高齢者の就業率の増加傾向についてもごまかし

がある。年金の支給開始年齢の引き上げや低すぎ

る支給額、社会保険料負担の重さ、医療・介護の

自己負担額の重さ、生活保護基準の改悪と窓口で

の受給抑制等、高齢者に対して冷たい社会保障政

策がたたみかけられ、多くの高齢者は「働かなけ

れば生きていけない」状況に追い込まれている。

働く意欲と条件がある高齢者も存在するが、政策

が高齢者を就業へと追いこんできた側面を無視

し、高齢者の意欲をサポートするかのような描き

方をするのは欺瞞である。

　こうした立法趣旨の歪みは、制度の中身にも反

映し、高齢者の働かせ方に毒素を持ち込むものと

なっている。

「雇用されない働き方」もOK 
～制度の概要2

　70歳までの「就業機会の確保」を図る措置とし

て、具体的にはどのようなことが考えられている

のか。法案は、次のような選択肢を掲げている。

　これらの措置のうち、いずれかの制度を完備す

　（d）「他の企業への再就職の実現」については、グ

ループ会社における継続雇用制度の導入と同様に、

事業主間で契約を締結するものとする（筆者注：他

の会社の就職口を個人が探すのでは措置をとったこ

とにならない）。

　（e）「個人とのフリーランス契約への資金提供」及

び（f）「個人の起業支援」については、定年後又は

65歳までの継続雇用終了後に退職した元従業員との

間で、70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制

度を設けるものとする。なお、どのような事業を制

度の対象とするかについては、事業主が導入する制

度の中で定めることができる。

　（g）「個人の社会貢献活動参加への資金提供」につ

いては、定年後又は65歳までの継続雇用終了後に、

元従業員が、①事業主が自ら実施する事業、②事業

主が委託、出資（資金提供）その他の援助を行う団

体が実施する事業であって、不特定かつ多数の者の

　（a）定年廃止、（b）70歳までの定年延長、（c）継

続雇用制度導入（子会社・関連会社など特殊関係事

業主での継続雇用を含む）、（d）他の企業（子会社・

関連会社等以外の企業）への再就職に関する制度の

導入、（e）個人とのフリーランス契約への資金提供、

（f）個人の起業支援、（g）個人の社会貢献活動への

従事に関する制度の導入

ることを、今回の法案では事業主の努力義務とし

ている（制度の定着をみて、いずれ法改正をして

義務化する方針である）。上記の選択肢のうち

（a）～（c）は、現行の高齢者雇用安定法におけ

る65歳までの「雇用機会の確保」のメニューと同

じであるが、（d）～（g）は新メニューである。

それらについての建議の補足説明をみておこう。
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　驚くべきことに、高齢者雇用安定法の見直しだ

というのに、「雇用」でなく「就業」、つまり請

負・業務委託契約によるフリーランスや、起業支

援等でも措置義務は果たしたことになる。もはや

労働政策とはいえない領域を並列させているので

ある。

　この法案の原案を19年 ５ 月にまとめた「未来投

資会議」は、「構造改革の加速化を図る」ため、

「産業競争力会議と未来投資に向けた官民対話を

統合した成長戦略の司令塔」（2016年 ６ 月 ２ 日閣

議決定）と位置付けられた、経済産業省主管の首

相の諮問機関である。安倍「働き方改革」全般に

通底する問題であるが、あくまでも経済政策が

「主」であり、労働者保護や国民の福祉は「従」

という発想が根本にある。

措置される「就業機会」の問題点3

　高齢者の身体機能は向上しており（図 １）、経

済的に問題がなくても働き続けることを希望する

高齢者もいる。その点からみれば、65歳以降にお

いても雇用や就業の機会を企業が提供すること自

体は悪いことではないだろう。

　しかし、今回の法案は、「働きたい人には希望

にそった働く場を提供し、働きたくない、働くこ

とができない人には就労しなくても生活できる環

境を整備する」制度ではない。高齢者の就業促進

は、年金制度の改悪（支給開始年齢の引き上げや

給付水準の引き下げ）、高齢者の医療費や介護

サービスの自己負担の引き上げなどの社会保障改

悪とセットで構想されている。つまり、労働政策

と社会保障政策を総動員して、日本を「高齢（当

面70歳）まで働かざるをえない社会」にしようと

いうのである。そうなれば、長時間・過重労働、

夜勤交替制労働等、原因はともかく、健康に問題

を抱えた労働者には、過酷な老後が待ち受ける。

心身に困難があろうと、生きるためには働かざる

をえない18世紀型の「自己責任」社会である。

　以下、制度についての細かい問題点をいくつか

あげていきたい。

使用者による選別排除を 
認めている

１）

　立法趣旨には、高齢者の意向をふまえた活躍の

場を整備するとされているが、中身は異なる。

「65歳以降の高齢者については、それ以前と比べ

て体力や健康状態その他の本人を取り巻く状況が

より多様なものとなる」ため、事業主が「対象者

の限定を可能とする」、つまり選別排除ができる

制度とされている。措置制度が義務化されよう

が、事業主は制度を完備するだけでよく、対象者

は選別できるのである。

高齢者の安全を軽視している2）

　労働契約ではなく、業務委託（フリーランス

等）契約による就業を、「高齢者雇用安定法」に

おける事業主の措置義務に含めることは大問題で

ある。業務委託であれば、労働者保護を外れる

利益の増進に寄与するものに係る業務に、70歳まで

継続的に従事できる制度を設けるものとする（筆者

注：有償の活動に限る）。なお、どのような事業を制

度の対象とするかについては、事業主が導入する制

度の中で定めることができることとする（以下略）。

図 1　高齢者の体力・運動能力の推移

資料：「成長戦略実行計画」（2019年6月21日閣議決定）より
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が、労災発生率は、20代後半に比べ、60代後半に

なると男性で2.0倍、女性で4.9倍と高くなる（図

２）。特に、あまり習熟していない業務において

は、高齢者の労災発生率は格段に高くなる（図

３）。当然のことながら、疾病を抱えながら就労

する人の割合も加齢につれて増加する。つまり、

この制度の対象者は、労働安全衛生法上、特段の

配慮が必要であり、労働者保護法制から外すどこ

ろか、保護を強化すべき人たちなのである。厚生

労働省は、所管した「人生100年時代に向けた高

年齢労働者の安全と健康に関する有識者会議」

で、以上のような知見の報告書をまとめているに

もかかわらず、法案でフリーランス化を制度に入

れるのは矛盾している。

フリーランスの促進が仕込まれた 
「トロイの木馬」

３）

　いったん退職した元従業員を、業務委託で働か

せるための手続き規定にも問題がある。ⅰ業務内

容を事業主が決め、ⅱ実施計画を作成、ⅲその内

容について労使合意を得るよう「努め」、ⅳ計画

を対象者に周知すればよい、とされているのであ

る（これは法案要綱にはなく、労政審で議論に提

供されたイメージだが、そのまま指針とされる可

能性がある）。

　業務内容は事業主が起案するが、指揮命令が従

来と同様の形態であれば、使用従属性のある労働

者に対する違法な業務委託になる。こうした点へ

の考慮がなく、過半数労働組合もしくは労働者の

過半数代表者との合意手続きで業務委託化を可能

とするかのような制度の作り方は、労働法として

異常である。

　労働者が退職・起業し、古巣の企業と取り引き

をする、いわゆるスピンアウト型・スピンオフ型

起業（後者は古巣企業と資本関係がある場合）

は、珍しいものではない。しかし、独立・起業

が、意欲・能力のある個人の選択で可能であるこ

とと、労働契約→退職→業務委託への切り替えを

図 2　労働者千人当たりの労災件数

資料：厚生労働省「人生100年時代に向けた高年齢労働者の安全と健康に関する有識者会議報告書」（2019年12月25日）
※便宜上、15～19歳の死傷者数には14歳以下を含めた

〈男性〉

2.0倍

4.9
倍

2.05

4.06 4.00

0.82

4.765.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0

15
～
19

20
～
24

25
～
29

30
～
34

35
～
39

40
～
44

45
～
49

50
～
54

55
～
59

60
～
64

64
～
69

70
～
74

75
～
79

80
～
84

85
以
上

〈女性〉
5.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0

15
～
19

20
～
24

25
～
29

30
～
34

35
～
39

40
～
44

45
～
49

50
～
54

55
～
59

60
～
64

64
～
69

70
～
74

75
～
79

80
～
84

85
以
上（歳） （歳）

図 3　年齢別・経験期間別にみた労災発生千人率

出所：「労働者死傷病報告」休業4日以上の死傷者数（2018年）
　　　「就業構造基本調査　全国結果」（2017年）
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可能とする制度を労働立法の中に取り入れること

とは、別物である。前者は経済法の範疇で問題な

いが、後者のように労働法の世界に取り入れてし

まうことは危険である。「雇用されない働き方」

「雇用類似の働き方」の普及を狙う安倍政権のも

と、65歳以上で濫用されるおそれがあるだけでな

く、その後、他の年齢層にも適用される「労働者

保護法制骨抜き法案」の先駆的制度として、悪用

される可能性もある。

待遇改善の視点が欠落している４）

　65歳までの雇用機会確保の措置は、各企業にお

いて制度整備が進んでいるが、60歳時点に比べて

労働条件が著しく低下させられ、「同一労働同一

賃金」に反する状況となっている。この課題につ

いて、法案では、「パート・有期法の2020年以降

の施行をふまえた環境整備」に言及しているだけ

である。しかし、パート・有期法指針は、60代以

降の労働者を救わない。退職金や年金を得られる

見通しなどを「その他の事情」として過大考慮

し、大きな待遇格差があっても不合理とはいえな

いものと認めてしまっているからである。退職金

水準は企業により大きな差があり、中小企業では

退職金制度のないところもある。年金支給額の水

準も現役時代の賃金が反映し、人により大きな格

差がある。高齢者雇用安定法に対し、高齢労働者

は差別的な賃金・労働条件の向上に向けた後押し

を期待している。しかし、今回の法案は、その期

待にまったく応えていない。

　加えて、雇用期間の長期化を理由として、賃金

体系を見直し、50代の賃金水準を引き下げて、60

代以降の人件費にあてる「労働条件の不利益変

更」が横行している問題も無視されている。労働

立法はあくまでも労働条件の向上を趣旨とするも

のであり、新規立法を理由として労働条件の不利

益変更を行うことは労働法の原則に反するが、使

用者に対して、こうした原則にのっとった対応を

促す視点が、法案には欠けている。

適正な法案審議を阻害する法案構成と
なっている

５）

　冒頭にもふれたとおり、「雇用保険法等一部改

正法案」に一括りにされた法令の内容は盛りだく

さんである。すでに触れてきた「70歳までの就業

機会の確保措置」以外にも、

　①育児休業給付の新給付体系への位置づけ変更

（育児休業給付資金を創設し 6 /1000のうち

4 /1000をあてる。育児休業重視の一方、一般給

付を軽視）

　②被保険者期間の計算方法見直し（日数だけで

なく労働時間〈80時間／月〉により基準を補完）

　③65歳以上の雇用保険適用拡大（複数就労して

いる場合も合計週20時間以上は雇用保険適用。た

だし、保険料をとりながら一時金方式）

　④高年齢雇用継続給付金の見直し（2024年まで

現状維持、2025年以降は給付率を半減）

　⑤65歳以上の高齢者就業機会確保措置への助成

（雇用保険二事業で助成金は大盤振る舞い）

　⑥自己都合離職者への給付制限期間の ３ヵ月か

ら ２ヵ月への短縮（ ５年間で ２回の制限）

　⑦国庫負担（本則の10/100への削減措置を継

続）

　⑧労災保険率の算定方法の見直し（複数事業就

労の場合、通算した給付金日額をもとに計算。し

かし施行までに行政の体制がとれるのか疑問）

　⑨中途採用者の割合の公表

　といったように、高齢者の労働力化以外にも仕

事と家庭の両立支援、副業・兼業の促進、転職促

進につながる制度見直し等が盛り込まれており、

賛否を問われれば、項目によって是々非々といわ

ざるをえない。しかし、これらを一括すること

で、法案への対応は賛否いずれかに限られる。加

えて、ひとつの法案ということで審議時間も本来

あるべきものより短くされ、問題点を深掘りする

質問が困難となる。
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私たちはどう対抗するべきか4

　高齢者雇用安定法の見直しや、隣接した一連の

法制度改革についての安倍政権の本音を、私たち

は、見抜かなければならない。

　ひとつは先進国に比べて低すぎる日本の賃金・

労働条件を改善せずに、人手不足の解消を目指す

労働市場政策である。高齢者を労働者もしくはフ

リーランスの労働力にし、コストをかけずに人手

不足の解消をはかると同時に、現役世代、青年・

女性、外国人労働者との競争を高め、引き上げ局

面にある賃金相場を抑制する梃
て

子
こ

に活用すること

が目論まれている。その際、転職や自己啓発、職

業仲介のプラットフォーム・ビジネスを活発化さ

せ、安倍政権のパトロンである人材ビジネスの儲

け口を拡大することも狙われている。

　もうひとつの狙いは、公的年金の投機的利用の

促進である。安倍政権はアベノミクスの「見せか

けの成功」演出のため、2014年から年金積立運用

における株式比率を従来の倍の48％に高め、株価

をつり上げている。その結果、年金積立金の運用

で2015年第 ２四半期に ８兆円、18年第 ３四半期に

15兆円といった損失も出しており、会計検査院

は、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

のリスクの高い運用に警鐘を鳴らしている。しか

し、官邸は150兆円の資金をさらに増やすため、

年金保険料を負担する対象者を広げつつ、高齢者

の就業促進で給付を減らし、投機の資金を増やそ

うとしているのである。

　健康で意欲ある高齢者が働き、起業することは

歓迎すべきことであり、就業環境の整備は必要で

ある。しかし、健康問題や老々介護を抱え、働け

る条件のない人からまともな水準の年金受給権を

遠ざけ、就業か貧困かの選択を迫るのは人権侵害

である。同時にこの政策はワーキング・プアを増

やし、デフレ不況を長引かせる。

　今回の法案に対しては、国会に向けて、私たち

は労働者の要求を示し、法案の欠陥を指摘し、修

正を求めながら、本来あるべき政策を突き付けて

いく必要がある。高齢になれば、家計や資産、家

族関係の違いに加え健康格差も広がる。個人の事

情に応じて、年金と雇用・就業を選択可能なもの

とするためには、前提として公的年金を信頼に足

る制度とすること、同時に年齢・性別による格差

のない良好な労働条件で働く権利を保障すること

が実現していなければならない。

　安倍政権の目指す方向は、私たちの要求を阻む

ものでしかない以上、退陣を求めるしかない。そ

して新たな政権に採用させるべき労働政策・社会

保障政策を、今から内外に示し、各政党の公約化

をはかるべく、旺盛な運動を展開しよう。

詰将棋の解答と解説
解答　 １一角 ２三玉 ２二角成 同金 ３四竜 １三

玉 １四竜 同玉 ２四金打まで九手詰。

解説　初手 ４二角は ２三玉 ２一竜に ２二金打で
１二竜ができず失敗です。正解は右から打つ １一角
です。そして ２三玉には何も取らない ２二角成が
継続の好手です。以下 同金に ３四竜から１四の金
を取って詰めあげます。

詰碁の解答と解説
解答　黒先、コウ。

解説　左右が見合の形です
が、黒１が好手で白２に黒
３から５、７の非常手段が
あります。

詰碁・詰将棋の解答と解説
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